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【条例案の構成について】

条例案について①

前文
第１条：目的 第２条：定義 第３条：基本理念 第４条：町内会等の役割 第５条：地区公民館の地域における役割
第６条：各種団体等の役割 第７条：地域住民の役割 第８条：地域自治組織の役割 第９条：事業者等の役割
第１０条：町の役割 第１１条：町の支援 第１２条：意見交換会等 第１３条：委任

【前文について】
検討委員や外部アドバイザーの皆様からいただいた下記の意見を踏まえ前文を作成。
① 全体として東神楽町の特色を出した内容の方が良いのではないか？

→7つの地区公民館が社会教育の推進という枠組みを超え、コミュニティの発展に大きな役割を示してきた旨を記載。

② もう少し歴史・実践が反映されるような内容でも良いのではないか？
→花のまちとしての発展の他、東神楽町独自の地域コミュニティ形成に関する内容を記載。

【第１条 目的】
地域コミュニティの活性化及び発展が最大の目的である旨を記載。
→そのためには町内会・行政区、地区公民館等地域自治組織の活動が活性化することが重要。

【第２条 定義】
本条例文で出てくる用語について定義づけ。

【第３条 基本理念】
地域住民、町内会・行政区、地区公民館組織、町等が一丸となって協力しあい、地域コミュニティを形成しつつ、地区のまち
づくりに取り組むことを記載。
自主的な公民館活動による地域コミュニティ活性化→既に実施している行動を今後も承継、発展させる。

【第４条 町内会等の役割】
アンケート調査結果にも表れた通り、地域コミュニティの形成に対し重要な役割を担っている。
町内会・行政区活動参加の促進や他地域自治組織との連携を推進。
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【第５条 地区公民館の地域における役割】

条例案について②

社会教育法に規定する事業の他、地域の実情に応じた地域コミュニティ活動の維持及び活性化に努める⇒東神楽町の独自特徴！
地区公民館は町や各地域自治組織と連携し、地域コミュニティ活動の維持や活性化を図る。

【第６条 各種団体等の役割】
各種団体の定義（第２条記載）⇒社会福祉協議会、東神楽民生委員・児童委員協議会を始めとする各種団体、任意団体。
※ここには地域自治につながる活動を行う団体が包括されている。

【第７条 地域住民の役割】
地域コミュニティ活性化に向け、町内会・行政区、地区公民館等の活動参加に対する努力義務を明記。
⇒理念条令の努力義務であり強制力はないが、条例にて明文化することで多くの住民に共感いただき、加入促進を図る。

【第８条 地域自治組織の役割】
地域自治組織は、より良い地域づくりを進めるために、住民や地域団体、NPO、事業者など地域に関わる多様な人たちが自主
的・自発的に作る組織。各団体が連携して地域コミュニティを活性化させ地区のまちづくり推進に努める旨を記載。

【第９条 事業者等の役割】
不動産仲介事業者等を想定（町内会の加入促進など）。不動産仲介事業者以外にも様々な協力の形が想定されるため、具体的な
事象は明記せず、協力の努力義務を記載。

【第１０条 町の役割】
地域自治組織と連携しながら地域自治組織の活動を支援する⇒今後具体的な政策の形成を進める

【第１１条 地区別まちづくり計画】
地区別まちづくり計画との関係性を記載

【第１２条 意見交換会等】
まちづくり懇談会等を含めた情報交換の場
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条例の特徴及び条例名の決定について

【本条例の特徴】
① 本条例はその内容から義務が発生しない理念条例であり、当町における地域自治組織における活動の理念や責務を明示してお

ります。第５条の記載にあるよう、地区公民館が社会教育法に規定する事業を超え、町内会・行政区と並び地域コミュニティ
活動の維持及び活性化を図る旨の表明は、他自治体で類を見ません。

② 本条例を制定することにより、過去より受け継がれている東神楽町独自の地域自治を明文化し、東神楽町を支えていただいて
いる地域自治組織構成員の皆様に活動の重要性やすばらしさを認識していただくとともに、住民の皆様にも幅広くその役割を
認識していただき、地域自治組織活動の活性化を図っていきたいと考えています。

【本条例制定にて伝えたいこと】
① 現在当たり前に感じている地区公民館活動や町内会・行政区における活動が、他自治体ではあまり例の無い素晴らしい取り

組みをしていることを皆様に認識してほしいと考えています。
② 今後基礎的な地域自治組織である町内会・行政区をはじめとした地域自治組織活動における課題の受け皿として、地区公民

館組織が活躍できる 可能性があります。これは地区公民館組織が様々な活動実績を残してきた東神楽町だからこそ可能な
地域コミュニティ維持の方策です。

【条例名について】
本協議会では本条例名について暫定的に「東神楽町地域自治推進条例」としておりますが、より身近に感じてもらえる条例名に

したい
と考えております。別途、策定委員の皆様に書面で条例名の案を提出していただきましたので、本協議会で投票を行い決定予定で
す。

～条例名案～
①東神楽町地区の未来を考えるまちづくり条例 ②東神楽町地域コミュニティ活性化条例
③東神楽町地域支えあい条例 ④東神楽町活力ある東神楽町を創る条例
⑤東神楽町活力あるまちづくり条例 ⑥東神楽町地域コミュニティ活動推進条例
⑦町と地域コミュニティのパートナーシップ条例 ⑧東神楽町皆で作る町条例
⑨みんなで行動する町条例
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地域自治組織活性化に向けた方向性について【再掲】

【１】東神楽町における地域自治組織の良さを更に伸ばすための重点項目

【２】地域自治組織運営の課題を解決するための重点項目

検討テーマ 対象団体 解決策に関する方向性のイメージ

事務負担軽減 地区公民館組織、町内会・行政区 事務ツールの支援、人員配置等

デジタル化の推進 地区公民館組織、町内会・行政区 デジタル化指導、ツールの支援等

地域自治組織への加入
促進

全ての地域自治組織 行政より不動産会社へアパート入居者の町内会加入
働きかけ依頼、地域自治組織における活動の見える
化など

検討テーマ 対象団体 解決策に関する方向性のイメージ

活動内容の周知 全ての地域自治組織 活動内容周知の支援（周知による運営委員加入者増
加）

地域自治組織相互の情報
共有に関する仕組

全ての地域自治組織 活動内容を共有し、相互連携の仕組みを構築
※地区公民館組織が地域コミュニティの核！

補助金対象事業検討 全ての地域自治組織 既存の補助制度で対応できない分野への支援

現在具体的施策を検討中です！



東神楽町地域自治推進条例（仮称）
検討の経過

～令和6年8月22日現在～
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【背景】
近年の多様化、複雑化する地域の課題は、地域のことをよく知る住民が、地域の特性に応じて主体的に取り

組み、行政がその取り組みを支援することにより、より良い解決を図ることができるというのが、地域自治に
おける基本的な考え方です。
また、超高齢化社会の進展に伴う社会的弱者の増加や、大きな地震や水害など自然災害の増加に伴い、住民

自身がお互いに助け合うことが必要な場面が増加していることから、地域の互助や振興を図る地域自治組織の
重要性がより一層高まっています。
しかしながら近年では、どの自治体においても各地域自治組織において、担い手や協力者が不足するなど、

地域自治組織の運営について様々な課題が顕在化しています。

東神楽町の各地区公民館
組織は社会教育法上で定
義される公民館と比べて
色々な活動をしている
ね！

東神楽町地域自治推進条例（仮称）策定の目的・背景

【東神楽町における地域自治組織の特徴】
現在東神楽町では、７地区の公民館組織が主導し様々な地域活動が展開されていますが、この、「地区公民

館組織」が主となって各町内会・行政区、任意団体と協力関係を築きながら様々な活動を展開しているのは、
他自治体でもあまり例が無く、東神楽町独自の取り組みであるといえます。
とりわけ社会教育法上に定義されている「公民館」の事業と比較し、東神楽町の「地区公民館組織」は各町

内会・行政区、任意団体との連携事業等、社会教育法上の公民館と比べ、より広義的かつ主体的な活動を展開
しています。

【目的】
東神楽町地域自治推進条例（仮称）を策定することで、東神楽町

独自の枠組みを踏襲しつつ、地区公民館組織や町内会・行政区・各
種団体が主体的かつ効率的に地域活動に取り組めるよう、条例の制
定によって各地域自治組織の権能を明確化させ、地域住民が自発的
にまちづくりに参画できる体制の構築を目的としています。
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【まちづくりの方向性】
「第8次東神楽町総合計画」（2013～2024年度）では、「笑顔あふれる花のまち～みんなで築こう活力ある東
神楽」を将来像として掲げています。さらに、「花と緑に包まれた美しく安全なまちづくり」「連携と協働で
築く自主自立のまちづくり」などを基本目標に据えています。

「地区別まちづくり計画」（2016～2024年度）は、町内7つの公民館地区ごとに、地域の実情をよく知る地区
住民と役場職員が中心となり、地区のまちづくりの目標や課題、その解決方法、住民と行政が協働して取り組
んでいく活動をまとめています。
⇒東神楽町では住民と連携・協働したまちづくりが進められています。

みんながまちづくりに
積極的に参加する土壌が
出来ているんだね

東神楽町におけるまちづくりの方向性

各地区公民館一覧 事業実績（一部抜粋）

東聖地区公民館 芸能発表会、文化部鑑賞ツアー、各種イベント等

中央地区公民館 中央地区花火大会、各種イベント等

忠栄地区公民館 道路の草刈り、敬老会等

稲荷地区公民館 健康と稔に感謝の日へ、社会学級講演会等

八千代地区公民館 地域の集い、勤労感謝祭等

志比内地区公民館 春の花植え、道路愛護、敬老会等

聖台地区公民館 そば食わん会、収穫感謝際等
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～再掲～東神楽町における各地域自治組織の役割

【地域自治組織の役割について】
東神楽町では右図、下表のように、行政区、町内会、各種

団体等が各地区公民館組織と連携、協力しながら様々な役割
を担っています。
これらについて東神楽町地域自治推進条例を策定し各団体

の活性化を目指します。

各地区公民
館組織

NPO

法人

区・行
政区

民生委
員・児童
委員

各種法人
・団体

地
域
自
治
組
織

行
政

誰でも参加可能
な開かれた場！

協働・連携

各地域自治組
織の役割

公
民
館

町内会・行
政区（子供
会含む）

各
種
法
人
・
任
意
団
体

民
生
委
員
・
児
童
委
員

老
人
ク
ラ
ブ

ス
ポ
Ⅰ
ツ
協
会
・
文
化
連
盟

交
通
・
防
犯
・
消
防
団
体

P
T
A
・
Ｃ
Ｓ

社
会
福
祉
協
議
会

自治（地区別計
画、自己実現、
行政との協働）

● 〇 △ 〇 〇 〇 〇 〇 〇

地域環境（花の
まち、環境衛
生）

● 〇 △

安全安心（防災、
防犯、交通安全、
消防他）

● 〇 △ 〇

福祉（見守り、
支えあい他）

● 〇 △ 〇 〇 〇

交流（交流会、
サロン他） ● 〇 △ 〇 〇 〇

教育（社会教育、
コミュニティス
クール、文化交
流等）

● 〇 △ 〇 〇 〇 〇

子育て（子供会
他） ● 〇 △ 〇 〇 〇

・目的 ・定義 ・基本理念 ・役割
・地区別計画の位置づけ、他

東神楽町地域自治推進条例

住民

支援策

地区別計画
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東神楽町地域自治推進条例策定検討委員会の概要

【協議会の委員構成について】
各地区の公民館長（運営委員長）、東神楽町市街振興協会会長、ひじり野団地振興協会会長、公募より選任した委

員合計１２名により構成されています。

【外部アドバイザー】
① 東京大学大学院教育学研究科 教授 牧野 篤 様
② 北海道大学公共政策大学院 教授 山崎 幹根 様
③ 筑波大学スマートウエルネスシティ政策開発研究センターアドバイザー 青木 由行 様

【協議内容】
（仮）東神楽町地域自治推進条例策定に向けた協議

【開催日程】
第１回目検討委員会開催日 令和5年11月25日
第２回目検討委員会開催日 令和6年 2月23日
第３回目検討委員会開催日 令和6年 5月25日
第４回目検討委員会開催予定日 令和6年 8月23日を予定
第５回目検討委員会開催予定日 令和6年10月頃を予定

【東神楽町自治推進条例の策定スケジュール】

フェーズ１（検討委
員会１、２回目）

•条例策定の背景、目的の共
有

•課題の共有、協議

•住民アンケートの実施 等

フェーズ２（検討委
員会３回目）

•フェーズ１で把握した課題
について整理

•各組織に求められている役
割等の整理

フェーズ3（検討委員
会４回目）

•事務局より条例案等を提示
し協議

フェーズ4（検討委員
会5回目）

•最終条例案の協議

•提言書の作成、合意等

•住民説明会及びパブリック
コメントの実施 等
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【開催概要】
開催日時：令和5年11月25日（土） 15：00～17：00
開催場所：東神楽町複合施設はなのわＢ棟6・7号室
～参加者情報～
参加委員 ：8名（欠席者4名）
外部アドバイザー：2名
東神楽町特別職 ：3名
事務局 ：7名

【議題】
① 正副会長の専任
② 東神楽町地域自治推進条例策定の概要説明、スケジュール共有
③ 外部アドバイザーからの情報提供
④ 意見交換・質疑応答

【詳細】
概要説明内容については、本資料Ｐ２～５を参照
本説明にとなる質疑応答を兼ねた意見交換を実施

～質疑応答内容～
Q１.条例文案等、中身について具体案がないのでわかりずらい
→今後、各地域自治組織に対するアンケート調査やヒアリングにより具体的な課題を抽出してから条例案を提示します。

Q２.就任委員の活動地区に偏りがあるのではないか？
→今回は東神楽町の特徴を生かす意味で各地区公民館長が多く参加。委員については３名公募していますが、公募の性質上委員の活動
地区に偏りが出ております。協議にあたっては町民や各地域自治組織にアンケート調査を実施し、より多くの方々の件を取り入れて
いきます。

第１回東神楽町地域自治推進条例策定検討委員会の内容

～参考：地域自治組織とは？～

地域自治組織は、より良い地域づくりを進めるために、住民や

地域団体、NPO、事業者など地域に関わる多様な人たちが自主

的・自発的に作る組織です。地域の安全、教育、福祉、環境など

さまざまな課題について情報を共有し、解決に向けて話し合い、

協力・連携して活動に取り組みます。
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【開催概要】
開催日時：令和6年2月23日（土） 15：00～17：00
開催場所：東神楽町複合施設はなのわＢ棟6・7号室
～参加者情報～
参加委員 ：10名（欠席者2名）
外部アドバイザー：3名
東神楽町特別職 ：3名
事務局 ：7名

【議題】
① 外部アドバイザーからの情報提供
② 条例構成案の説明及びアンケート調査の実施について
③ 意見交換会（ワークショップ形式）

【詳細】
・条例構成案について（第２回協議会時点）
１条 目的 ２条 定義 ３条 基本理念 ４条 地域自治組織の地域における役割 ５条 地域住民の責務 ６条 町の責務
７条 地域自治組織の認定 ８条 町の支援 ９条 地区別まちづくり計画 １０条 地区別会議等 １１条 活動報告等
１２条 推進体制の整備等 １３条 施策の実施状況の評価等 １４条 委任

・アンケート調査の実施予定について
町民向け ：令和６年３月に配布予定の総合計画策定アンケートに関連項目を記載し調査。
町内会長向け ：令和６年４月に実施予定
公民館組織員向け ：令和６年４月に実施予定

～アンケート調査項目（一部抜粋）～
① 活動内容 ② 担っている役割 ③ 活動の周知状況 ④ 感じている課題 ⑤ 参加頻度 ⑥ デジタル化の必要性
⑦ 行政より支援を受けたい事項 ⑧活動を始めたきっかけ ⑨ 他地域自治組織との連携状況 等

第２回東神楽町地域自治推進条例策定検討委員会の内容 ①

～ワークショップの様子～
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【意見交換会について】
参加運営委員にて以下の方式にてワークショップを実施し地区公民館組織、町内会・行政区組織について現状の良いところと現状

の課題を出し合いました。

第２回東神楽町地域自治推進条例策定検討委員会の内容 ②

【意見一覧】

地区公民館組織（良いところ） 地区公民館組織（課題）

コミュニケーションの場として機能している 事務局運営者、役員の成り手が不足

利用しやすく、自主的な活動に寄与 バザーや物販など営利活動ルールが不明瞭

公民館が開放されており利用がしやすい 利用しやすい施設づくりが必要

子供の居場所づくりに役立っている 高齢化により地区によっては将来の存続が難しい
可能性がある

運営を通じて各地区のまとまりが強化 若年層の参加者が少ない、若いリーダーなど将来
運営を担える人が不足

運営を主導している方の責任感が強い

60代を超えた運営委員が多く活躍

町内会・行政区（良いところ） 町内会・行政区（課題）

子供会など子供が楽しみながら地域で育てることがで
きる

町内会未加入者の増加、単身者の加入不足

住民同士のコミュニケーションの場となっている 町内会員の高齢化

大型都市と比べると加入率が高い 区によっては近隣のつながりが薄い

街路灯の充実等防犯面で役立っている 区長等の成り手がいない

公民館と町内会の連携ができている 地区内インフラ（街路灯）等の負担

町内会ごとでの会費の違いによる事業量の違い

第３回検討委員会において、各検討委員が重要だと思うところに投票を実施！
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【開催概要】
開催日時：令和6年５月25日（土） 15：00～17：00
開催場所：東神楽町複合施設はなのわＢ棟6・7号室
～参加者情報～
参加委員 ：12名
外部アドバイザー：3名
東神楽町特別職 ：3名
事務局 ：7名

【議題】
① ワークショップ及びアンケート調査結果について
② 条例案たたき台について
③ 外部アドバイザーの講評及び提言について

【詳細】
・ワークショップ及びアンケート調査結果について
前回ワークショップで出た意見の中で重要だと思う意見に投票を実施
～最も投票数が多い項目～
① 地区公民館の良いところ
コミュニケーションの場として機能している・・・・10票

② 地区公民館の課題
事務局運営者、役員のなり手、役割の方より・・・・10票

③ 町内会・行政区の良いところ
住民同士のコミュニケーションの場となっている・・11票

④町内会・行政区の課題
町内会員の高齢化・・・・・・・・・・・・・・・・10票

・アンケート結果を共有
※詳細は右のQRコードにアクセス

第３回東神楽町地域自治推進条例策定検討委員会の内容①
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【意見内容】

第３回東神楽町地域自治推進条例策定検討委員会の内容②

発言者 内容 事務局回答

牧野アドバイザー 関係性の良さが伝わった。現状課題は担い手論であると認識しているが、他自治体では中高生が町内
会役員になるなどの取り組みもある。子供達が地域に残りたくなるよう一緒にやる環境を作るのも大
事。また、デジタル化により関係性が希薄になるとの意見も見られたが、デジタルはむしろ交流が増え
ていくと捉えてほしい。ある公民館では大型ディスプレイとゲーム機を設置しパブリックビューイング
のような形にして日常的に子供達が集まるようになった等の事例があった。

山崎アドバイザー これだけ地域自治組織の活動が盛んな東神楽町であってもなり手不足・高齢化は顕著になるのだと関
心を持った。組織を守り育てるうえで助成・補助のような人的・金銭的なサービスの検討もあるかと思
う。今回条例を作ることを機会として従来の制度を見直す、縮小や廃止を含めて検討することも大事。
重要であるがやれないこと、街灯の管理を引き取るなど、従来業務の見直しや洗い出しも期待してい
る。

青木アドバイザー 私がまちづくりをやってきて公民館はプレイヤーとして出てこず、特定のサークル活動の場となってい
ることが多かった。東神楽町は実態的に機能しておりとても素晴らしい。先週山形市で中央公民館が
リノベーションをした。外から来た人がみると大人ばかりで子供が少ない意識を持ったが、ホワイト
ボードを壁面に設置し何を書いてもよいとすると対話が生まれた。子供達が勉強する場、話せる場と
勉強する場が欲しい。中高生の活躍がきっかけで多くの人が来るようになり、若い人の力を借りるこ
とは重要だと感じた。生駒市では誰一人お客さんにしないというコンセプトを持ち、支援を固定化しな
い取り組みを進めているので是非参考にしてほしい。

委員 中高生の話を聞いて参加してほしい。限界集落では高齢化によりデジタル化がわからないのではない
か？また、アンケート調査結果については地区ごとの実情が違い偏りが出るため、地区別の結果を共
有してほしい。

アンケート結果については
別途共有を予定。
地域おこし協力隊のスマホ
相談会など高齢者がデジ
タル技術を習得できる取り
組みを進めていく。

委員 条例の中に町内会加入促進案が記載されており、加入率は80％を超えているが、問題はアパート。
どういう人を対象にして啓発していくのか？

詳細は模索中であるが、不
動産管理会社に依頼する
などのスキームを検討
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【意見内容】

第３回東神楽町地域自治推進条例策定検討委員会の内容③

発言者 内容 事務局回答

委員 旭川の事例を勉強した。他の自治条例では市民から入っている印象がある。公民
館、町内会に重きを置いていて役員をやりたくないと思ってしまう可能性はない
か？公民館が主体であることは理解できるが町民から入るべきでないか？

町を支えるのは町民であるのは間違いないが、
地域自治組織にフォーカスして全面に押し出す
条例。地域自治組織が必要不可欠であるという
イメージ。

委員 自治基本条例とは異なる条例というのは理解したが、自治基本条例も必要では
ないか？

一度作ろうとしてやめようとした経緯がある。外
国人の参政権問題などもあり自治基本条例は難
しい。自治基本条例はなくてもそのときの政策
でまちづくりはできる。現状荒い部分があるた
め意見を聞きながらわかりやすく作りたい。

委員 条文上、地域のつながりが伝わってこない気がする。 わかりやすさは重要であると認識。前文等で地
域のつながりを伝える予定。また地区別まちづ
くり計画をはじめ、地域活動の積み上げまちづ
くりにつながっているため、気運の醸成を含め
て進めたい。

委員 林委員の活動など、Facebookに掲載するどの迅速性も重要ではないか？ 各地域自治組織の情報発信について課題は感じ
ている。活動の周知方法については検討したい。

委員 自治基本条例制定時、他の自治体では会議全般について顛末を発信していた。
この会議の情報も共有すべきでは？情報提供は多くやるべき。

ご指摘いただいた通り。条例案が固まったら解
説書とともに共有・掲載をする予定。
この回の共有も別途実施する予定。

委員 条例案にあるよう、職員が町内会・行政区などの地域自治組織と関わることのイ
メージはありますか？

職員も積極的に参加する必要性を感じている。
具体的な声掛けについては職員組合との交渉も
必要だが検討していく。
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【意見内容】

第３回東神楽町地域自治推進条例策定検討委員会の内容④

発言者 内容 事務局回答

牧野アドバイザー ここまで地区公民館を核とした経緯はそうない。こちらも勉強になった。限界集
落もあり一概に言えないとは思うが志比内のように地区公民館組織と町内会・
行政区が一体となった活動も考えていく必要もある。地区公民館の中に町内会
を位置づける発送もあるだろう。自治基本条例も必要という意見もあるがこれ
までの活動を踏まえ地域自治組織を核とするのも独自にあり得る。ここでいう自
治とは、地域自治とはを踏まえどういう地域にするんだという意思が入ると町民
に訴えれるものになるのではないか？

山崎アドバイザー 漢字が多くとっつきにくいと思うが、前文を入れるという考えもある。前文が入
ることによって親しみやすさを増すことができる。「地域自治組織」「地区公民館」
の守護の区別はどれくらい意識しているか、どこまで厳密にするかが気になった。
第6条で住民の役割があるが、各種団体の役割はどうか？町の役割はさらに責
務とするか？積極的にやっていくということにするのかどうか検討してほしい。

青木アドバイザー とても勉強になった。ここまでくるには色々な経緯があるのだということは心に
残った。全文で説明するのもよいかと思う。
ここまでの経緯を大事にしてもらい、最後は地域コミュニティの活性化に資する
ことが重要だと感じる。また、町内会加入促進については宅建協会支部と協議す
るのはありかと思う。

事務局 条例名については親しみのあるものにしてはどうかとの意見があるため、別途委
員の皆様へ条例名のアンケート調査を行い次回協議会で決定したい。
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【地区公民館組織は交流の中心であるとともに、様々な役割を担っている！】

【地区公民館組織と町内会・行政区の連携】
地区公民館組織と町内会・行政区が連携した取り組みができているとの回答が多い。
一方、行政区・町内会長のアンケート結果では、連携した取り組みができていないとの回答が最も多い。
⇒地区公民館組織は事業実施にあたって町内会・行政区のみならず他の地域自治組織や任意団体と協力しているケースが多数あり。

意見交換において交流拠点として地区公民館が活用しやすく有効に活用できるとの意見あり。
実際に地区公民館活動をしている多くの人が、地区公民館組織の役割として「交流」を挙げていた。
ただし、交流以外にも多くの人が「地域自治の中心」として地区公民館組織に様々な役割を求めている。
町内会・行政区と並び、地区公民館組織が地域自治の中心的な役割を担っているのは東神楽ならではの特徴！

【花のまちと安心安全なまちを担う町内会・行政区の役割】
町内会・行政区の求められる役割として、交流の他、地球環境や安心安全（防災・防犯）と回答した方が多かった。
この回答結果は、令和6年3月に公表された札幌市の町内会アンケート調査結果とも類似している。
※ 参考 札幌市における町内会の活動状況

環境美化～84.2%、交通安全～67.1％、保健福祉59.4％、災害予防56.2%
東神楽町の特徴である「花の町」としての景観維持や安心安全からくる住みやすさは、町内会・行政区が担っている部分が大きい。

【最大の課題は地域自治組織の担い手不足（若年層や役員のなり手）】
アンケート調査結果において、最も課題として認知されているのは、担い手の不足。
加入率増加に向けてはいかに活動の内容と魅力を多くの方に共感してもらえるかが重要
⇒活動内容周知に向けた施策の立案
また、地域自治組織の運営事務における負担感を課題に掲げる意見も多数あった。

意見交換及びアンケート結果から見る東神楽町の地域自治組織の特徴
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○（仮称）東神楽町地域自治推進条例 

大雪山連峰のふもとに広がる豊かな自然環境に恵まれた東神楽町は、花と緑に囲ま

れたのどかな田園風景と快適な住環境により「花のまち」として発展を続けていま

す。 

東神楽町は、地域住民のコミュニティ活動が盛んな町であり、町内会・行政区を基

礎的な地域自治組織として、交流、福祉、防災・防犯、環境美化活動等を通じて、地

域住民の共助の関係を強め、地域コミュニティを形成する機能を担ってきました。 

また、７つの地区公民館が社会教育の推進という枠組みを超え、各地域自治組織と

協働し、「人と人とのつながり」や、「人と地域のつながり」を生み出し、地域コミ

ュニティの発展に大きな役割を果たしてきました。 

近年では、生活様式や個人の価値観の多様化などから地域との関わりを持たない人

も増えてはいますが、東神楽町では、町内会・行政区や地区公民館をはじめとした

様々な地域自治組織が協力し、自らの地域のことを協働で行う風土が根付いており、

これからも先人が築いてきたこの独自の風土を東神楽町の財産として承継し、発展さ

せることで、豊かな地域コミュニティを維持することが必要です。 

そのためには、町民一人ひとりが地域の一員であるという認識を深め、自分たちの

手によるまちづくりを進めていくこと、さらに、東神楽町の地域自治を担う町内会・

行政区や地区公民館の活動が、より活発となり、各地域自治組織が住民や地域のため

に力を合わせていくことが何よりも重要であります。 

ここに、東神楽町は、地域コミュニティ活性化に関する理念を明らかにし、町内

会・行政区や地区公民館等をはじめとした地域自治組織における活動への町民の参画

が進むことを目指すとともに、町民、地域自治組織、行政など関係する全ての主体と

力を合わせ、地域コミュニティの活性化を推進し、誰もが安心して豊かに暮らせる地

域社会を実現するため、この条例を制定します。 

 （目的） 

第１条 この条例は、東神楽町の地域住民等、町内会等、地区公民館及び各種団体等

が地域自治組織を形成し、地域コミュニティの活性化及び発展に寄与することを目

的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 （１） 地域コミュニティ 日々の生活の営み又はコミュニケーションを通じて形

成される人々のつながりをいう。 

 （２） 地域住民等 町内に在住、在勤又は在学する者をいう。 

 （３） 町内会等 良好な地域コミュニティの維持及び形成に資する地域的な共同
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活動を行うことを目的として、東神楽町の一定の区域に住所を有する地域住民等

の地縁に基づいて形成された町内会・行政区をいう。 

 （４） 地区公民館 東神楽町公民館条例（昭和４３年条例第１４号）第３条に規

定する地区公民館で、社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）の規定による公

民館の目的を達成するため事業を実施する団体をいう。 

 （５） 各種団体等 社会福祉協議会、東神楽民生委員・児童委員協議会をはじめ

とする各種団体及び任意団体等をいう。 

 （６） 地域自治組織 地域住民等、町内会等、地区公民館及び各種団体等が、地

域における自治を推進するために自主的に形成する組織をいう。 

 （７） 事業者等 住宅の建築、販売、賃貸又は管理を行う事業者又は仲介業者を

いう。 

 （基本理念） 

第３条 地域自治組織は、地域住民等、町内会等、地区公民館、各種団体等及び町

が、次に掲げる事項を基本理念として推進するものとする。 

 （１） 地域住民等、事業者、町内会等、地区公民館、各種団体等及び町は、地区

公民館が主体となって地域コミュニティを構成する一員であるという意識を持ち

ながら、協働して地区のまちづくりに取り組むこと。 

 （２） 地区公民館は、自主的な公民館活動により地域コミュニティの活性化及び

発展に段階的に取り組むこと。 

 （地域住民等の役割） 

第４条 地域住民等は、地域に関心を持ち地域コミュニティの活性化を図るため、積

極的にその活動に参画するよう努めるものとする。 

 （町内会等の役割） 

第５条 町内会等は、地域住民等が相互に助け合い、支え合いながら、暮らしやすい

地域コミュニティの維持及び形成に努めるものとする。 

２ 町内会等は、地域住民等の多様な価値観及び自主性を最大限に尊重し、その活動

への参加又は町内会等への加入を促すよう努めるものとする。 

３ 町内会等は、その活動を補い合い、又は深めるため、必要に応じて、町内会等の

連合体、他の町内会等、地域でまちづくり活動を行う諸団体及び事業者と連携する

よう努めるものとする。 

４ 町内会等は、地区公民館と協力して地域住民等の活動の活性化を図るよう努める

ものとする。 

 （地区公民館の地域における役割） 

第６条 地区公民館は、社会教育法に規定する事業を実施するほか、地域の実情に応

じた地域コミュニティ活動の維持及び活性化を図るよう努めるものとする。 
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２ 地区公民館は、地域コミュニティ活動を円滑に進めるため、必要に応じて、町及

び諸団体との調整等を行うよう努めるものとする。 

３ 地区公民館は、当該地区公民館を構成する町内会等や地域住民等の公民館への理

解を深めるとともに、その活動への参加を促すため、その活動状況及び運営に関す

る情報の提供、公開等により、開かれた運営に努めるものとする。 

 （各種団体等の役割） 

第７条 各種団体等は、必要に応じて地域自治組織に参画し、地域コミュニティの活

性化を図るため、連携して取り組むよう努めるものとする。 

 （地域自治組織の役割） 

第８条 地域自治組織は、それぞれが連携・協力し、地域の特性、環境及び魅力を高

めるため、地区のまちづくりの推進に努めるものとする。 

 （事業者等の役割） 

第９条 事業者等は、地域コミュニティの一員としての社会的役割を認識し、町の施

策に協力するよう努めるものとする。 

 （町の役割） 

第１０条 町は、地域の特性を把握するため地域自治組織と連携して、地域コミュニ

ティの活性化及び地域自治組織の活動の支援その他必要な施策を実施するよう努め

るものとする。 

 （地区別まちづくり計画） 

第１１条 地域自治組織及び町は、第１条及び第３条の規定に取り組むため、地区公

民館の区域ごとに地区別まちづくり計画を策定するよう努めるものとする。 

（意見交換会等） 

第１２条 町は、まちづくりの推進及び地域の活性化を図るため、必要に応じて、意

見交換会、意向調査（アンケート調査を含む。）等を実施するものとする。 

 （委任） 

第１３条 この条例の施行について必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 



東神楽町地域自治推進条例（仮称） 新旧対照表 

改正案 アンケート調査時 

前文 

大雪山連峰のふもとに広がる豊かな自然環境に恵まれた東神楽町は、花と緑に

囲まれたのどかな田園風景と快適な住環境により「花のまち」として発展を続け

ています。 

東神楽町は、地域住民のコミュニティ活動が盛んな町であり、町内会・行政区

を基礎的な地域自治組織として、交流、福祉、防災・防犯、環境美化活動等を通

じて、地域住民の共助の関係を強め、地域コミュニティを形成する機能を担って

きました。 

また、７つの地区公民館が社会教育の推進という枠組みを超え、各地域自治組

織と協働し、「人と人とのつながり」や、「人と地域のつながり」を生み出し、地

域コミュニティの発展に大きな役割を果たしてきました。 

近年では、生活様式や個人の価値観の多様化などから地域との関わりを持たな

い人も増えてはいますが、東神楽町では、町内会・行政区や地区公民館をはじめ

とした様々な地域自治組織が協力し、自らの地域のことを協働で行う風土が根付

いており、これからも先人が築いてきたこの独自の風土を東神楽町の財産として

承継し、発展させることで、豊かな地域コミュニティを維持することが必要です。 

そのためには、町民一人ひとりが地域の一員であるという認識を深め、自分た

ちの手によるまちづくりを進めていくこと、さらに、東神楽町の地域自治を担う

町内会・行政区や地区公民館の活動が、より活発となり、各地域自治組織が住民

前文 

東神楽町に設置されている７つの公民館では、地域住民のために、教養、生

活、体育、文化等に関する各種事業を実施するだけでなく、地域住民が自主的

に社会教育活動の実践の場として運営してきました。 

また、町内会が地域住民の交流、福祉、防災・防犯、環境美化等を実施し、

地域住民の身近な活動の機能を担ってきました。 

 しかし、地区ごとに様々な課題を抱えており、特に少子高齢化や共同住宅の

増加など、生活様式や個人の価値観の多様化などに伴い、地区公民館や町内会

の加入率の低下や役員の高齢化、担い手不足など共通の問題を抱えています。 

 こうした状況を踏まえ、実情が異なる７つの公民館を主体とし地域の実情

をよく知る地域住民と町職員が一丸となり、地域の魅力や課題を把握し、互

いに知恵を出し合い、地域の課題解決するため、この条例を制定します。 

 



改正案 アンケート調査時 

や地域のために力を合わせていくことが何よりも重要であります。 

ここに、東神楽町は、地域コミュニティ活性化に関する理念を明らかにし、町

内会・行政区や地区公民館等をはじめとした地域自治組織における活動への町民

の参画が進むことを目指すとともに、町民、地域自治組織、行政など関係する全

ての主体と力を合わせ、地域コミュニティの活性化を推進し、誰もが安心して豊

かに暮らせる地域社会を実現するため、この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、東神楽町の地域住民等、町内会等、地区公民館及び各種団

体等が地域自治組織を形成し、地域コミュニティの活性化及び発展に寄与する

ことを目的とする。 

（目的） 

第１条 この条例は、地区公民館を中心とした区域において、地域住民、町内

会、各種団体等が地域自治組織を形成し、地域コミュニティの活性化及び発

展に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

 （１） 地域コミュニティ 日々の生活の営み又はコミュニケーションを通じ

て形成される人々のつながりをいう。 

 （２） 地域住民等 町内に在住、在勤又は在学する者をいう。 

 （３） 町内会等 良好な地域コミュニティの維持及び形成に資する地域的な

共同活動を行うことを目的として、東神楽町の一定の区域に住所を有する地

域住民等の地縁に基づいて形成された町内会・行政区をいう。 

 （４） 地区公民館 東神楽町公民館条例（昭和４３年条例第１４号）第３条

に規定する地区公民館で、社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）の規定

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に 

定めるところによる。 

 （１） 地域コミュニティ 日々の生活の営み又はコミュニケーションを通

じて形成される人々のつながりをいう。 

 （２） 町内会 良好な地域コミュニティの維持及び形成に資する地域的な

共同活動を行うことを目的として、東神楽町の一定の区域に住所を有す

る地域住民の地縁に基づいて形成された町内会・行政区の団体等をいう。 

 （３） 地区公民館 東神楽町公民館条例（昭和４３年条例第１４号）第３

条に規定する地区公民館で、社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）

の規定による公民館の目的を達成するため事業を実施する団体をいう。 
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による公民館の目的を達成するため事業を実施する団体をいう。 

 （５） 各種団体等 社会福祉協議会、東神楽民生委員・児童委員協議会をは

じめとする各種団体及び任意団体等をいう。 

 （６） 地域自治組織 地域住民等、町内会等、地区公民館及び各種団体等が、

地域における自治を推進するために自主的に形成する組織をいう。 

（７） 事業者等 住宅の建築、販売、賃貸又は管理を行う事業者又は仲介業 

者をいう。 

 （４） 各種団体等 社会福祉協議会、東神楽町交通・防犯協会、東神楽消

防団、東神楽町スポーツ協会、東神楽町文化連盟、東神楽文化連盟、Ｐ

ＴＡ、学校運営協議会、東神楽民生委員・児童委員及び任意団体等をい

う。 

 （５） 地域自治組織 地区公民館をはじめ、地域住民、町内会及び各種団

体等が、地域における自治を推進するために自主的に形成する組織をい

う。 

（基本理念） 

第３条 地域自治組織は、地域住民等、町内会等、地区公民館、各種団体等及び 

町が、次に掲げる事項を基本理念として推進するものとする。 

 （１） 地域住民等、事業者、町内会等、地区公民館、各種団体等及び町は、

地区公民館が主体となって地域コミュニティを構成する一員であるという

意識を持ちながら、協働して地区のまちづくりに取り組むこと。 

（２） 地区公民館は、自主的な公民館活動により地域コミュニティの活性 

化及び発展に段階的に取り組むこと。 

（基本理念） 

第３条 地域自治組織は、地域住民、町内会、地区公民館、各種団体等が 

主体であることを基本とする。 

２ 前項の組織は、誰もが希望に応じて参画又は組織することができる。 

３ 地域自治組織は、東神楽町と連携して地区の課題の共有を図り、課題解決

に取り組むものとする。 

（地域住民等の役割） 

第４条 地域住民等は、地域に関心を持ち地域コミュニティの活性化を図るた 

め、積極的にその活動に参画するよう努めるものとする。 

 

（町内会の役割） 

第４条 町内会は、地域住民が相互に助け合い、支え合いながら、暮らしやす

い地域コミュニティの維持及び形成に努めるものとする。 

２ 町内会は、地域住民の多様な価値観及び自主性を最大限に尊重し、その活

動への参加又は町内会への加入を促すよう努めるものとする。 
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３ 町内会は、その活動を補い合い、又は深めるため、必要に応じて、町内会

の連合体、他の町内会、地域でまちづくり活動を行う諸団体及び事業者と連

携するよう努めるものとする。 

４ 町内会は、地区公民館と協力して地域の活動の活性化を図るものとする。 

（町内会等の役割） 

第５条 町内会等は、地域住民等が相互に助け合い、支え合いながら、暮らしや 

すい地域コミュニティの維持及び形成に努めるものとする。 

２ 町内会等は、地域住民等の多様な価値観及び自主性を最大限に尊重し、その

活動への参加又は町内会等への加入を促すよう努めるものとする。 

３ 町内会等は、その活動を補い合い、又は深めるため、必要に応じて、町内会

等の連合体、他の町内会等、地域でまちづくり活動を行う諸団体及び事業者と

連携するよう努めるものとする。 

４ 町内会等は、地区公民館と協力して地域住民等の活動の活性化を図るよう努

めるものとする。 

 

（地区公民館の地域における役割） 

第５条 地区公民館は、社会教育法に規定する事業を実施するほか、地区の実

情に応じた地域コミュニティ活動の維持及び活性化を図るよう努めるものと

する。 

２ 地区公民館は、地域コミュニティ活動を円滑に進めるため、必要に応じて、

町及び諸団体との調整等を行うよう努めるものとする。 

３ 地区公民館は、当該地区公民館を構成する町内会や地域住民の理解を深め

るとともに、その活動への参加を促すため、その活動状況及び運営に関する

情報の提供、公開等により、開かれた運営に努めるものとする。 

４ 地区公民館は、当該地区公民館を構成する町内会の意見を踏まえ、必要に

応じて、町内会の維持及び活動の活性化に資する意見を町に伝えるよう努める

ものとする。 

（地区公民館の地域における役割） 

第６条 地区公民館は、社会教育法に規定する事業を実施するほか、地域の実情

に応じた地域コミュニティ活動の維持及び活性化を図るよう努めるものとす

る。 

２ 地区公民館は、地域コミュニティ活動を円滑に進めるため、必要に応じて、

（各種団体等の役割） 

第６条 各種団体は、地区の課題を解決するために、必要に応じて地域自治組

織に参画し、地区の目標を達成するため連携して取り組むよう努めるものと

する。 
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町及び諸団体との調整等を行うよう努めるものとする。 

３ 地区公民館は、当該地区公民館を構成する町内会等や地域住民等の公民館へ

の理解を深めるとともに、その活動への参加を促すため、その活動状況及び運

営に関する情報の提供、公開等により、開かれた運営に努めるものとする。 

（各種団体等の役割） 

第７条 各種団体等は、必要に応じて地域自治組織に参画し、地域コミュニティ

の活性化を図るため、連携して取り組むよう努めるものとする。 

（地域住民の役割） 

第７条 地域住民は、地域に関心を持つことにより地域コミュニティを活性化

し、地区の課題の解決に向けた取組に積極的に参画するよう努めるものとす

る。 

（地域自治組織の役割） 

第８条 地域自治組織は、それぞれが連携・協力し、地域の特性、環境及び魅力

を高めるため、地区のまちづくりの推進に努めるものとする。 

（地域自治組織の役割） 

第８条 地域自治組織は、地区公民館をはじめ、地域住民、町内会、地区公民

館、各種団体等と連携し、地区の課題解決に努めるものとする。 

（事業者等の役割） 

第９条 事業者等は、地域コミュニティの一員としての社会的役割を認識し、町

の施策に協力するよう努めるものとする。 

 

（住宅の建築等を行う事業者等の役割） 

第９条 住宅の建築、販売、賃貸又は管理を行う事業者又は仲介業者（以下「事

業者等」という。）は、事前に入居者等に対し、町内会の加入等の説明をする

など加入促進に努めるものとする。 

２ 住宅の建築、販売、賃貸又は管理を行う事業者等は、当該住宅に入居しよ

うとする者に対して、地域の実情に応じて、町内会への自発的な加入又は町

内会の自主的な設立に資する情報の提供に努めるものとする。 

３ 住宅の賃貸又は管理を行う事業者等は、当該住宅に入居している者に対し

て、町内会への自発的な加入に資する情報の提供に努めるものとする。 
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４ 住宅の建築、販売、賃貸又は管理を行う事業者等及びその関係団体は、町

内会の維持及び活動の活性化に関する町の施策に協力するよう努めるものと

する。 

（町の役割） 

第１０条 町は、地域の特性を把握するため地域自治組織と連携して、地域コミ

ュニティの活性化及び地域自治組織の活動の支援その他必要な施策を実施す

るよう努めるものとする。 

 

（町の役割） 

第１０条 町は、地域コミュニティの活性化並びに地域自治組織の形成及び活

動の支援その他地域自治の推進に必要な施策を実施するよう努めるものとす

る。 

２ 町は、施策、事業等の実施に当たり、町内会に協力を依頼する場合におい

ては、関係部局間の連携に努め、町内会の負担が過重なものとならないよう

十分に配慮するものとする。 

３ 町は、職員が積極的に町内会の活動に参加することを促進するよう啓発に

努めるものとする。 

４ 町は、地域住民の町内会への自発的な加入又は町内会の自主的な設立を促

進するため、必要な支援を行うものとする。 

５ 職員は、職務を通じて、町内会の活動に関わることへの理解と関心を深め

るよう努めるものとする。 

６ 町は、第９条第１項に規定する事業者等に対し、町内会の介入等を促進す

るため必要な説明会又は啓発に努めるものとする。 

（地区別まちづくり計画） 

第１１条 地域自治組織及び町は、第１条及び第３条の規定に取り組むため、地

（町の支援） 

第１１条 町は、地区の課題を解決し、目標を実現する取り組みに対し、地域



改正案 アンケート調査時 

区公民館の区域ごとに地区別まちづくり計画を策定するよう努めるものとす

る。 

 

自治組織、地区公民館、町内会、各種団体等及び地域住民が実施する活動に

要する経費の一部の助成、活動について必要な情報の提供その他必要な支援

を実施するものとする。 

２ 町は、地区公民館の活動及び地域コミュニティの活性化のため、必要な支

援を行うものとする。 

３ 町は、町内会の維持及び活動の活性化のため、町内会の負担を軽減するた

めに必要な支援を行うものとする。 

 

（意見交換会等） 

第１２条 町は、まちづくりの推進及び地域の活性化を図るため、必要に応じて、

意見交換会、意向調査（アンケート調査を含む。）等を実施するものとする。 

 

（意見交換会等） 

第１２条 町は、まちづくりの推進及び地区の活性化を図るため、地域自治組

織、地区公民館及び町内会等の意見を勘案することとし、必要に応じて、意

見交換会、意向調査等を実施するものとする。 

 

 （委任） 

第１３条 この条例の施行について必要な事項は、別に定める。 

（委任） 

第１３条 この条例の施行について必要な事項は、別で定める。 

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 


